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　　■ 留萌市の会計 ■

合 計 28,926,820 2,573,191

病 院 事 業 6,856,457 1,291,133

水 道 事 業

△ 1,215,496

138,240

△ 36,824

107,061

57,858

10,145

△ 355,283

△ 178,017

151,302

後期高齢者医療事業 535,287 157,080

国 民 健 康 保 険 事 業 1,761,383 174,907

令和７年度
予算額

4,440,609

港 湾 事 業 128,332 86,666

介 護 保 険 事 業 2,153,847 365,007

特 別 会 計 4,578,849 783,660

一 般 会 計 14,346,353 -

会計区分
前年度比較

増減額 伸率

△ 7.8%

3.1%

1,341,642 37,683

100.0% 30,359,359

7,185,02523.7%

12.7%

△ 4.6%

△ 4.7%

△ 328,568

△ 1,432,539

令和８年度
予算額

構成比 （うち一般会計繰入金）

0.4%

4.6%

49.6%

15.8%

6.1%

1.9%

7.4%

1,190,340

1,798,207

428,226

2,095,989

118,187

15,561,849

1,981,536

△ 2.0%

25.0%

2.8%

8.6%

△ 3.4%

△ 9.0%

10,001,618 34.6% 1,789,531 10,356,901

下 水 道 事 業 1,803,519 6.2% 460,715

企 業 会 計

注 それぞれの会計で端数処理しているため、合計と一致しない場合があります。

令和８年度 会 計 別 予 算 の 状 況

留萌市の会計は、一般会計、特定の業務を行う特別会計(国民健康保険など)、料金収入などで経営する企業会計(上下水道、病院)の３つに区分されています。
なお、令和８年度予算は市長の改選期であるため一部の政策的予算を除いた骨格予算編成となっています。

(千円)
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　■ 一般会計予算について ■

１ 収 支 の 状 況

歳入

(億円）

一 般 会 計

令和８年度当初予算については、市長の改選期であるため一部の政策的事業を除いた骨格予算編成となっており、予算の総額は前年よりも
12億1,549万6千円減少しています。
歳入においては市税や地方交付税、地方譲与税の増加などにより前年度を上回る一般財源を見込んでいますが、歳出においては物価高騰や労務単価

の上昇が続き、経常経費が増嵩しており、他会計への繰出金についても増加を見込んでいることから、2億9,060万2千円の収支不足が発生し、財政調整
基金繰入金を計上する当初予算編成となっています。

注 グラフ内の各数値は項目ごとに端数処理しているため、合計と一致しない場合があります。

市税

23.0 
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譲与税等
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13.1 

(9.1%)

繰出金等

38.9 

(27.1%)

投資的経費

3.2 (2.3%)

維持補修

9.4 
(6.6%)

その他

33.4 
(23.2%)

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0 160.0

歳出

令和８年度 一般会計歳入歳出予算

総額 143億4,635万3千円
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項　　目
令和８年度 令和７年度 増　　減

予算額　A 構成比 予算額　B 構成比 (A-B)　C (C/B)

自
主
財
源

市 税 2,298,542 16.0% 2,218,688 14.3%

繰 入 金 677,545 4.7% 1,189,573 7.6%

79,854 4.0%

使 用 料 ・
手 数 料

257,240 1.8% 274,663 1.8% △17,423 △6.0%

△512,028 △43.0%

寄 附 金 1,500,000 10.5% 1,514,200 9.7% △14,200 △1.0%

1.0%

小　　計 5,016,793 34.9% 5,477,356 35.2% △460,563 △8.0%

そ の 他 283,466 1.9% 280,232 1.8% 3,234

△82.0%

国・道支出金 2,524,956 17.6% 2,815,705

119,000 2.0%

地方譲与税等 814,404 5.7% 748,288 4.8% 66,116 9.0%

地方交付税 5,852,000 40.8% 5,733,000 36.8%

△7.0%

合　　計 14,346,353 100.0% 15,561,849 100.0% △1,215,496 △7.8%

小　　計 9,329,560 65.1% 10,084,493 64.8% △754,933

依
存
財
源

18.1% △290,749 △10.0%

市 債 138,200 1.0% 787,500 5.1% △649,300

自 主 財 源　・・・市が自主的に収入する財源であり、この割合が高いほど市の自主性が高い。
依 存 財 源　・・・国や道の意思により交付される（割り当てられる）財源。

２ 歳 入 の 状 況

歳入においては、個人所得の増加などから市税の増を見込んでいるほか、

近年の交付額の実績を勘案し、地方交付税の増を見込んでいます。

一方で、当年度は骨格予算編成であるため、政策的事業に伴う国・道支

出金や市債などの特定財源が減少していることなどから、総額では12億

1,549万6千円の減少となっています。
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令和８年度 令和７年度

総額

155億6,184万9千円
総額

143億4,635万3千円

(千円）

(億円）
歳入の状況

注 グラフ内の各数値は項目ごとに端数処理しているため、合計と一致しない場合があります。
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(C/B)

総 務 費 1,998,475 13.9% 2,321,117 14.9% △ 322,642 △13.9%

項　　目
令和８年度 令和７年度 増　　減

予算額　A 構成比 予算額　B 構成比 (A-B)　C

△2.9%

衛 生 費 2,156,285 15.0% 2,182,486 14.0% △ 26,201 △1.2%

民 生 費 3,726,780 26.0% 3,838,223 24.7% △ 111,443

△48.4%

商 工 費 160,700 1.1% 224,605 1.4% △ 63,905 △28.5%

農 林 水 産 業 費 106,162 0.8% 205,771 1.3% △ 99,609

△17.1%

消 防 費 435,745 3.0% 428,394 2.8% 7,351 1.7%

土 木 費 1,953,254 13.6% 2,354,853 15.1% △ 401,599

△24.6%

公 債 費 1,306,539 9.1% 1,298,360 8.3% 8,179 0.6%

教 育 費 791,661 5.5% 1,050,124 6.8% △ 258,463

3.3%

そ の 他 134,770 1.0% 132,705 0.9% 2,065 1.6%

職 員 給 与 費 1,575,982 11.0% 1,525,211 9.8% 50,771

△7.8%合　　計 14,346,353 100.0% 15,561,849 100.0% △ 1,215,496

３ 目 的 別 歳 出 の 状 況

目的別歳出においては、給与改定や退職者の増加に伴い職員給与費が増

加しているほか、各項目において物価高騰や労務単価の上昇、デジタル関

連経費の増加等により義務的・経常的経費が総じて増加しています。

一方で、当年度は骨格予算編成のため総額では12億1,549万6千円の減少

となっています。
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(26.0%)

民生費

38.4 
(24.7%)

総務費

20.0 
(13.9%)
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総額

155億6,184万9千円
総額

143億4,635万3千円

注 グラフ内の各数値は項目ごとに端数処理しているため、合計と一致しない場合があります。

(億円）
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(C/B)

人 件 費 1,983,869 13.8% 1,919,393 12.3% 64,476 3.0%

項　　目
令和８年度 令和７年度 増　　減

予算額　A 構成比 予算額　B 構成比 (A-B)　C

△4.0%

公 債 費 1,306,268 9.1% 1,298,182 8.3% 8,086 1.0%

扶 助 費 2,568,052 17.9% 2,663,418 17.1% △ 95,366

3.0%

投 資 的 経 費 324,656 2.3% 773,273 5.0% △ 448,617 △58.0%

繰 出 金 等 3,885,708 27.1% 3,754,891 24.1% 130,817

△12.0%

そ の 他 3,336,746 23.2% 4,079,422 26.3% △ 742,676 △18.0%

維 持 補 修 費 941,054 6.6% 1,073,270 6.9% △ 132,216

△7.8%合　　計 14,346,353 100.0% 15,561,849 100.0% △ 1,215,496

４ 性 質 別 歳 出 の 状 況

性質別歳出においては、給与改定、退職者の増加に伴う人件費や他会計

繰出金の増加のほか、物価高騰や労務単価の上昇により、義務的・経常的

経費が総じて増加しています。

一方で、当年度は骨格予算のため総額では12億1,549万6千円の減少と

なっています。
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(千円）

総額

155億6,184万9千円
総額

143億4,635万3千円

注 グラフ内の各数値は項目ごとに端数処理しているため、合計と一致しない場合があります。

(億円）
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（参考　市民１人当たりの基金、地方債残高）

地方債

1人あたり 1世帯あたり

歳出予算額額
(行政サービス額)

14,346,353 826 1,407 15,561,849

区　　分
令和８年度 令和７年度

総額 1人あたり 1世帯あたり 総額

868 1,492

213

うち行政負担
（交付金、使用料等）

12,047,811 694 1,182 13,343,161 744 1,279
(83.98%) (85.74%)

うち市民負担
（市税等）

2,298,542 132 225 2,218,688 124
(16.02%) (14.26%)

10,429世帯

基金の名称
6年度末 7年度中 7年度末 8年度中増減見込 8年度末

現在高 増減 残高見込

人口・世帯数 [R8.3.31時点] 17,363人 10,197世帯 [R7.3.31時点] 17,938人

取り崩し 積み立て 残高見込

財政調整基金 2,112,180 △ 465,026 1,647,154 290,602 5,084 1,361,636

90,030

公共施設整備基金 2,151,070 △ 32,378 2,118,692 13,874 4,352 2,109,170

減債基金 153,795 △ 33,751 120,044 30,285 271

2,254,770

その他 406,878 △ 40,927 365,951 21,897 28,213 372,267

留萌市応援基金 1,636,259 195,260 1,831,519 320,887 744,138

6,187,873合　　計 6,460,182 △ 376,822 6,083,360 677,545 782,058

17,363人
372

718

350

735

356

674

基　金

144,800 1,208,041 11,695,772

区分
6年度末 7年度中 7年度末 8年度中増減見込 8年度末

現在高 増減 残高見込

一般会計 12,470,419 288,594 12,759,013

発行 償還 残高見込

人口
[R8.3.31時点]

6年度末 7年度末 8年度末区分

６ 基金の状況

５ 市民負担と行政サービス

令和８年度の歳入予算総額約143億円のうち、市民負担額（市税等）は約23億円、行政負担額（交付金、

使用料等）は約120億円となり、市民１人あたりの負担額は約13万2千円となる見込みです。

市民負担

132

市民負担

124

行政負担

694

行政負担

744

行政サービス額

826

行政サービス額

868

0

200

400
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1,000

令和８ ７ (年度）

１人あたりの

行政サービス額と負担内訳

(千円）

（千円）

７ 地方債の状況
(千円）

(千円）

（千円）
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問合せ： 市民健康部市民課保険給付係
℡： 0164-42-1805

(前年比△0.4億円)

１７．６億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　 合計と一致しない場合があります。

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険は病気やけがに備えて相互に助け合う制度であり、職場の健康保険や後期高齢者医療制度に加入している方、及び生活保護を受けている方を除いた、すべての市
民を対象とした医療保険制度です。
国民健康保険事業特別会計は、被保険者数の減少や高齢化等により一人当たりの年間医療費が高い傾向になっており、構造的に不安定な状況にあります。
平成30年度より国民健康保険の都道府県単位化が始まり、国民健康保険の運営は北海道が市町村とともに行うこととされ、北海道は国民健康保険の財政主体となり、事務の効

率化、標準化、広域化を推進し、市町村は従前に引き続き保険税の賦課徴収、資格管理、保険給付、保健事業など地域におけるきめ細かい事業を担っています。
疾病の重症化を予防する特定健診や特定保健指導の実施率向上、ジェネリック医薬品の利用勧奨などに取り組み、医療費の適正化を進めながら、国民健康保険財政の健全化に

努めています。

収 入 支 出

①道支出金・・・・・・・・保険給付費の減少に伴う普通交付金の減と保険者努力支援交付金等

の減少に伴う特別交付金の減

②繰入金・・・・・・・・・総務費等の経費が増加したことによる増

①総務費・・・・・・・・システム改修等による増

②保険給付費・・・・・・被保険者数の減少による減

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支

出

収

入

①0.6億円

①

2.1億円

②

13.2億円

②③

13.8億円

③

3.5億円

④

1.7億円

④⑤

0.3億円

⑤

0.0億円

構成比

(国民健康保険事業) － 7 －



問合せ： 市民健康部市民課後期高齢者医療係
℡： 0164-42-1805

(前年比 ＋1.1億円)

５．４億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　 合計と一致しない場合があります。

後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者の方(65歳以上で一定の障がいのある方を含む)を対象とした医療制度です。事業の運営は、全ての市町村が加入する北海道後期高齢者
医療広域連合が行っています。
市が行う主な事業は、保険料の徴収や各種申請の受付などであり、徴収した保険料は広域連合納付金として北海道後期高齢者医療広域連合に納付しています。後期高齢者医療制

度で支払う医療費の財源は、約5割を公費（税金）で、約4割を現役世代からの支援金で、残りの約1割を後期高齢者医療の保険料でまかなわれています。
後期高齢者医療の保険料については、医療費の動向などを考慮して決定する医療分と、子育て世帯を社会全体で支えるために負担する子ども・子育て支援分をあわせて計算され

ています。

収 入 支 出

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支

出

収

入

①0.2億円

①

3.7億円

②

5.0億円

②

1.6億円

③④

0.1億円

③④

0.1億円

構成比

収入の約69％は、加入者が納付する①後期高齢者医療保険料であり、残りの約31％は、保険料の

軽減に伴う市・道の負担分、人件費、事務費などの一般会計からの②繰入金、③繰越金、健康診査

等受託料、保険料還付金等負担金などの④諸収入などです。

支出の約94％は、徴収した後期高齢者医療保険料を北海道後期高齢者医療広域連合へ納付する②

広域連合納付金であり、残りの約6％は人件費や保険料の徴収に係る事務費を計上している①総務費

や健康診査に係る事業費を計上している③保険事業費などです。

後期高齢者医療事業特別会計

(後期高齢者医療事業) － 8 －



問合せ： 市民健康部介護支援課介護保険係
℡： 0164-49-6070

(前年比 ＋0.6億円)

２１．５億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　 合計と一致しない場合があります。

支出では、介護サービスの費用負担（保険給付費）②が約90％を占めており、残りの約10％は

人件費や事務費を計上している総務費①や、介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事

業、包括的支援事業・任意事業を計上している地域支援事業費③となっています。

介護保険事業特別会計

介護保事業特別会計は、40歳以上の方々が加入者となって介護保険料を納めていただき、介護が必要と認定されたときには、費用の1～3割を負担して介護サービスを利用する

仕組みである「保険給付事業」と、介護サービスが必要となる前の予防を重視し、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう支援するための「地域支援事業」を実施して

います。

介護保険料は、令和6年度から令和8年度までの介護給付費、介護予防給付に必要な費用を推計し、利用者負担の見直しによる影響を考慮したうえで算定しており、令和6年度

に基準額を年額64,800円から年額64,200円に改定しました。

支 出

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支

出

収

入

①1.3億円

①

3.9億円

②

19.3億円

②

5.7億円

③0.9億円

③

5.3億円

④⑤

0.0億円

④

2.8億円

⑤

3.7億円
⑥

0.1億円

構成比

収入では、65歳以上の方から納めていただく介護保険料①が約18％、40歳から64歳までの第２

号被保険者介護保険料分③が約25％、国②や道④からの支出金が約40％、市の給付費や事務費に

かかる繰入金⑤などが約17％となっています。

収 入

(介護保険事業) － 9 －



問合せ： 地域振興部港湾・再生可能エネルギー室港湾振興係
℡： 0164-56-4705

(前年比 ＋0.1億円)

１．３億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　 合計と一致しない場合があります。

留萌港は、旭川市を中心とした上川・留萌・空知地域の産業・生活を支える物流拠点として重要港湾に指定されています。

大水深岸壁である三泊ふ頭は、3万トン級の大型船舶の入港に対応しており、大量低コスト輸送が可能であるほか、耐震強化岸壁として整備していることから、震災時におけ

る救援物資の受け入れが可能であり、防災拠点としても大きな役割を担うことになります。

道央自動車道と結ぶ「深川・留萌自動車道」の終点に位置する留萌ＩＣは留萌港に直結しており、効率的・効果的な物流が可能であり、また北海道を代表する観光地の一つで

ある｢旭川｣｢富良野｣｢美瑛｣から「一番近い港」という優位性のほか、南岸地区に新設された小麦集出荷貯蔵施設への背後圏（上川・北空知・留萌）の小麦集積を図り、安定供給

と物流機能強化による港湾の利活用が期待されています。

港湾事業特別会計

支 出

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支

出

収

入

①

0.8億円

①

0.4億円

②

0.5億円

②

0.9億円

③

0.0億円

③

0.0億円

構成比

①港湾使用料は、港湾施設用地使用料、船舶給水使用料、引船使用料などです。

②繰入金は、収支不足を補てんするために一般会計が負担するものです。

③市債は、船舶給水栓補修事業債となっています。

①港湾施設（管理）費は、出入港する船を補助する引船の運航委託や船舶給水業務、施設管理な

どの経費です。

②公債費は、これまで実施してきた港湾整備の財源として借り入れた市債（借金）の返済で、

歳出全体の約4割を占めています。

収 入

(港湾事業) － 10 －




